
「流域治水」の考え方と施策のイメージ

○気候変動の影響により、激甚化・頻発化する水災害から被害を防止・軽減するためには、「氾濫をできるだけ防ぎ、被害対
象となる人命・財産を減らし、残る被災対象には備える」ことが重要。

○こうした対策を、流域全体のあらゆる関係者が連携して備えることが「流域治水」の考え方。

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

流域治水のイメージ
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これまでの減災対策協議会における取り組み

H27.12 「水防災意識社会再構築ビジョン」策定

H27.9 平成27年9月 関東・東北豪雨

H30.7 平成30年7月豪雨
H30.12 「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について

～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～答申」

H31.1 「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画を改訂

H27.10 「大規模氾濫に対する減災のための治水対策検討小委員会」への諮問

H28.8 大規模氾濫に関する減災対策協議会 設置

R2.7 令和2年7月豪雨

R2.7 「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について」の答申
「流域治水」への転換

減災対策協議会

減災に係る取組方針策定（H28.10）

R1.5 「緊急行動計画の改訂」に伴い減災に係る取組方針を更新

H29.5 岡山県大規模氾濫減災協議会 設置

H27年度

R4年度

R5年度

R6.3 『流域治水プロジェクト2.0』の策定

R5.3 高梁川の「流域治水プロジェクト」を更新

H30年度

R2年度

R2.8 流域治水部会 設置

防災・減災対策及び流域治水に関する動向

R3年度

流域治水プロジェクトの検討開始

R3.3 高梁川の「流域治水プロジェクト」を策定

R3.6 流域治水関連法成立
（特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律）

R4.3 高梁川の「流域治水プロジェクト」を更新
（グリーンインフラの取組や流域治水の見える化等の情報追加）

流域治水の取組の充実

R6.3 高梁川の「流域治水プロジェクト2.0」を策定

（協議会での推進体制の構築）

減災に係る取組方針策定（H30.3）
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 2℃に抑えるシナリオでも2040年頃には降雨量が約1.1倍、
流量が1.2倍、洪水発生頻度が2倍になると試算。
現行の河川整備計画が完了したとしても治水安全度は目減り。

 グリーンインフラやカーボンニュートラルへの対応。
 インフラDX等の技術の進展。

○ 気候変動の影響により当面の目標としている治水安全度が目減りすることを踏まえ、流域治水の取組を加速化・深化させる。
このために必要な取組を反映し『流域治水プロジェクト2.0』に更新する。

現状・課題 必要な対応

流量

期間

目標とする
完了時期

現在

 気候変動下においても、目標とする治水安全度を
現行の計画と同じ完了時期までに達成する。

 あらゆる関係者による、様々な手法を活用した、対策の一
層の充実を図り、流域治水協議会等の関係者間で共有する。

必要な対応のイメージ

気候変動
シナリオ

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模）

２℃上昇 約1.1倍

全国の平均的な
傾向【試算結果】

流量

約1.2倍

降雨量が約1.1倍となった場合

様々な手法の活用イメージ

同じ治水安全度を確保するためには、
目標流量を1.2倍に引き上げる必要

同じ治水安全度

＝

＜気候変動に対応し
た計画＞
6000トン

（50年に一度の洪水）

＜現行計画＞
5000トン

（50年に一度の洪水）

◆治水施設の多面的機能の活用
・平時における遊水地内の利活用
・MIZBEステーションの整備
（防災×賑わい創出）

◆溢れることも考慮した減災対策の推進
・粘り強い河川堤防の整備。
・貯留機能保全地域における、
家屋のかさ上げ・移転

◆インフラDX等の新技術の活用
・洪水予測の高度化
・浸水センサの導入
・ドローンによる河川管理の
高度化・効率化

◆治水施設の多面的機能の活用
・ハイブリッドダムの取組推進

※現行の計画と同じ完了時期までに目標とする治水安全度を達成するため、様々な手
法を活用し、集中的に整備を進めることが必要

流域治水プロジェクト2.0
～流域治水の加速化・深化～

⇒現在の河川整備計画に基づく対策や流域における各取組を推進するとともに、気候変動を踏まえて追加で必要となる対策案の詳細につい
ては、更に議論を深めていく。

流域治水プロジェクト2.0の策定（令和6年3月29日公表）
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【目標①】
KPI：浸水世帯数

約35,000世帯⇒約0世帯

気候変動に伴う水害リスクの増大

＜現況（気候変動考慮前）＞ ＜気候変動考慮（1.1倍）＞ ＜対策後＞

浸水世帯数
約27,000世帯※１

リスク増大 対策後

○戦後最大流量を記録し地球温暖化の影響が指摘される平成30年７月豪雨や、昭和47年７月洪水に対して２℃上昇時の降雨量増加を考慮した雨量1.1倍となる規模の洪水が
発生した場合、高梁川下流域では浸水世帯数が約35,000世帯（現況の約1.3倍）になると想定されるが、事業の実施と追加の対策により、浸水被害が解消される。

浸水世帯数
約35,000世帯※１

浸水世帯数
約0世帯※１

【凡例】
0.5m未満
0.5～1.0m未満
1.0～2.0m未満

2.0～5.0m未満
5.0m以上

【凡例】
0.5m未満
0.5～1.0m未満
1.0～2.0m未満

2.0～5.0m未満
5.0m以上

【凡例】
0.5m未満
0.5～1.0m未満
1.0～2.0m未満

2.0～5.0m未満
5.0m以上

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾濫を防ぐ・
減らす

岡山河川事務所 約3.5万世帯の浸水被害を解消
・河道掘削：329万㎥＜気候変動前の約1.1倍＞
・築堤：22.5kｍ＜気候変動前の約1.5倍＞
・堤防強化、宮田堰改築

概ね20年

岡山県
平成30年7月洪水と同等の出水に対す

る人家等浸水被害の軽減等
・高梁川の堤防整備、河道掘削等 概ね30年

被害対象を減らす

岡山市、倉敷市、
笠岡市、総社市、
高梁市、新見市、
矢掛町、浅口市

浸水リスクを考慮したまちづくりの推進 ・立地適正化計画の策定、見直し 概ね５年

岡山市、総社市 防災拠点としての機能維持 ・浸水リスクを考慮した市役所新庁舎の整備 概ね10年

被害の軽減・早期
復旧・復興

倉敷市、
岡山河川事務所

水防活動及び緊急復旧活動の円滑化 ・河川防災ステーションの整備 概ね５年

倉敷市 緊急復旧活動の円滑化 ・復興防災公園の整備 概ね５年

JR西日本 甚大な浸水リスクの回避
・留置車両（新幹線・保守用車）の浸水可能性を判
断・予報する「河川氾濫可能性予測コンテンツ」の
導入

実施済

※１ 高梁川水系（大臣管理区間）全体での外水による浸水世帯数を示す。
※２ ＜現況（気候変動考慮前）＞と＜気候変動考慮(1.1倍)＞においては、河道条件と波水波形が異なるもので比較している。
※３ 高梁川水系河川整備計画（大臣管理区間）は、令和４年３月に気候変動による降雨量増加を考慮して変更済み。

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾濫を防ぐ・
減らす

倉敷市 内水浸水による被害防止・軽減
・管路施設の整備
・雨水排水ポンプ場、雨水流出抑制施設の増設
・排水機場の整備 など

継続実施

岡山市、倉敷市、
早島町

内水浸水による被害防止・軽減 ・用水路の事前水位低下 継続実施

倉敷市 内水浸水による被害防止・軽減 ・排水機場を活用した予備排水 継続実施

被害の軽減・早期
復旧・復興

総社市、
岡山河川事務所

浸水発生の早期把握 ・ワンコイン浸水センサの活用検討（DX） 継続実施

岡山河川事務所 浸水リスク情報の発信 ・内外水統合型水害リスクマップの作成、公表 概ね５年

■気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

【目標①】気候変動による降雨量増加後の河川整備計画で目標とする規模の洪水に対する安全の確保 【目標②】岡山市内における内水被害の軽減（1/10規模降雨の雨水出水による浸水被害を防止）

流域治水プロジェクト2.0の策定（令和6年3月29日公表）
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策被害対象を減少させるための対策

 立地適正化計画に基づく浸水リスクを考慮したまち
づくりの推進（津山市）

都市計画区域

用途地域

居住誘導区域

都市機能誘導区域

居住誘導区域（９９１ｈａ）

都市機能誘導区域（２２０ｈａ）

用途地域

都市計画区域

•洪水浸水想定区域（計画規模）の浸水深が２．０ｍ以上となる区域は、居住誘導
区域から除外し、安全・安心でコンパクトなまちづくりを推進

居住誘導区域と都市機能誘導区域

 雨水貯留タンク設置に対する助成制度（岡山市）
•雨水貯留タンク設置に係る費用の一部を助成する制度を平成29年から運用
•雨水を貯留、一時的に雨水流出を抑制し、浸水被害の防止及び軽減を図る

雨水タンク設置事例

 浸水リスクを考慮した新庁舎の整備（岡山市）
•ハザードマップの浸水想定高さより１階床高を高く設定し、主要な設備機器は浸
水の恐れがない５階に配置するなど、自然災害に対して業務継続が可能な防災
拠点機能の強化を図る。

 ＡＩによる避難発令判断の支援システム実証実験へ
の参画（高梁市）

•内閣府の「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）国家レジリエンス（防災・
減災）の強化」において開発されたＩＤＲ４Ｍの実証実験に令和2年度から参画

•観測情報、気象情報、雨量予測、地域の災害リスクなどを基に、自治体の避難発
令の判断に必要な情報を、最先端のＡＩ・ＩｏＴ技術を活用し、タイムリーに提供

市町村災害対応統合システム（ＩＤＲ４Ｍ）の予測情報

高倉町

落合町

20:30
予測（5h後）

現況
15:30

＜＜災害リスク凡例＞＞

避難（避難指示相当）

準備（高齢者等避難相当）

注意

8月13日15:30現況とIDR4M予測 5時間先（20:30）の災害リスク

9:18大雨警報（土砂災害）発令
14:6 洪水警報発令

15:30

17:45 高齢者等避難

数時間先の
災害リスク増加を確認

 開発行為等の雨水排水計画の協議を義務化
～「倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例」による取組～（倉敷市）
•面積２，０００平方メートル以上の開発行為等を行う場合、浸水被害の予防及び
軽減を図るため、雨水排水計画の協議を条例により義務化

「倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例」 令和４年４月１日施行

（基
本
計
画
の
策
定
）

条
例
第
７
条

（倉
敷
市
総
合
浸
水
対
策

推
進
協
議
会
の
設
置
）

条
例
第

条
21

●「倉敷市総合浸水対策推進協議会」の設置●「倉敷市総合浸水対策基本計画」の策定

・総合浸水対策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、基本計画を策定

・基本計画には行政のみならず、市民や事業
者の責務についても記載
（令和４年度末時点では、協議会において審議中）

・総合浸水対策を推進するため、協議会を設置
・協議会では基本計画に関する事項等を調査審議

装着しているゴーグル
内の映像（右）

 ARによる浸水体験と防災学習・避難訓練（高梁市）
•中学校で、ARゴーグルを装着し７０cmまで浸水した体育館の映像を見ながら、
風船などの障害物が設置されたコースを避難。

流域治水に関する住民参加や広報の取組

 流域治水に関するシンポジウムの開催 （岡山河川
事務所）

•令和３年11月30日に、「中国地方 流域
治水シンポジウム」を岡山市内で開催。

•基調講演や、国・県・市・民間企業・住民
団体・建設業界のパネラーによるパネル
ディスカッション等を実施

•大雨が想定される場合に事前に農業用水路の水位を低下させ、水路の利水容
量を貯水容量として使用することで浸水被害の防止及び軽減を図る

事前水位調整の実施状況

 既存農業用水路を活用した水位調整（岡山市）

○国、県、自治体、企業、住民等のあらゆる関係者が各々の地域特性等を踏まえた流域治水の取組を実施、継続中。

○流域治水プロジェクト2.0においても各実施主体が取組概要を作成（三水系で約１６０事例）し優良事例の横展開を図っている。

岡山三川での具体的な流域治水対策
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○下流部は干拓等で形成された広大なゼロメートル地帯が広がり、人口・資産が集積。
○中上流部は山間部であり、限られた河川沿いの平地に市街地が集中して形成。
○高い堤防による天井川であり、洪水氾濫のリスクが大きく、内水氾濫のリスクも高い。
○農業用ため池や用水路、田んぼが多いことや、内水対策としての貯留対策が進められているため、貯留ポテンシャルが大きい。

岡山三川における流域の特徴

岡山河川事務所作成（国土地理院数値地図25000（地図画像）使用）

倉敷市

早島町

岡山市
（北区）

岡山市
（南区）

玉野市

矢掛町

赤磐市

瀬戸内市

総社市

百間川→

→

吉
井
川

→

高
梁
川

岡山市
（東区）

浅口市

国道2号
倉敷美観地区

岡山城

岡山駅

岡山市
（中区）

水島港

：ゼロメートル地帯

朔望平均満潮位（旭川・吉井川
TP1.32m、高梁川TP1.88m）
以下の地域

面積：218km2
域内人口：約3８万人

岡山のゼロメートル地帯

東京湾（横浜市神奈川県～千葉県千葉市）
 面積：116km2
 域内人口：約176万人

伊勢湾（三重県川越町～愛知県東海市）
 面積：336km2
 域内人口：約404万人

大阪湾（兵庫県芦屋市～大阪府大阪市）
 面積：124km2
 域内人口：約13８万人

三大湾のゼロメートル地帯

※面積、域内人口は朔望平均満潮位以下の数値

岡山平野よりはるかに高い洪水時の水位

三大湾である大阪湾より広いゼロメートル地帯

６

全国のため池の分布図

岡山県は全国４位

出典：農林水産省HP、ため池分布図（令和5年12月）

用水路のかんがい面積

岡山県は中国地方１位

出典：農林水産省 農業基盤情報基礎調査（H27年調査、2015年農林業センサスを基準としたデータ）
をもとに以下の項目を集計
・用水_田_開水路、・用水_畑かん有り（事業により末端配水施設まで整備）、
・用水_畑かん有り（事業により基幹施設まで整備）、・用水_畑かん有り（事業によらない整備）



岡山三川での流域治水を推進するための広報活動

○令和５年度は流域治水を広く知ってもらうため、テレビ、新聞、ラジオ等の様々な媒体で広報活動を実施し、流域治水の考え
方や必要性、実際の市町村が行う取組について紹介。

○令和６年度は令和５年度の広報活動に加え、更なる流域治水の推進に向け、シンポジウムの開催、自治体を対象とした県
市町村の取組の見学会の企画を検討。

令和５年度広報活動

令和６年度広報活動イメージ

○流域治水や地域連携に関わるシンポジウムの開催等により、広く地
域住民の方々に流域治水の必要性を呼びかけ。

○自治体の取り組む優良事例や関心の高い取組、同じ地域特性を持
つ自治体の取組の見学等により、流域治水の横展開を図る。

○この他、地域住民・企業と連携した広報活動に取り組み、流域治水の自分事化を図る。
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【参考】特定都市河川の指定制度

○「ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践に向けて、特定都市河川浸水被害対策法に基づく特定都市

河川を全国の河川に拡大し、ハード整備の加速に加え、国・都道府県・市町村・企業等のあらゆる関係者の協働による

水害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり、流域における貯留・浸透機能の向上等を推進している。
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【参考】特定都市河川の指定等の状況（令和6年3月29日）

○「流域治水」の本格的な実践に向けて、令和３年１１月１日に全面施行された流

域治水関連法※の中核をなす特定都市河川浸水被害対策法に基づき、特定都

市河川の指定を全国の河川に拡大

※特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第３１号）

○流域治水関連法施行後全国初の指定となる大和川水系大和川等をはじめ、

２４水系３２７河川が指定されている

（法改正前：８水系６４河川、法改正後：１６水系２６３河川）

○特定都市河川指定や流域水害対策計画策定の予定時期を示すロードマップを

２７水系で公表
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【参考】気候変動を踏まえた河川整備基本方針の変更状況（一級水系）

第138回 河川整備基本方針検討小委員会より
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